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１　中期財政見通しの見直しにあたって

　　本町では、令和2年11月に令和2年度から令和6年度までの5年間を見据えた、財政運営の指針となる

　「川崎町中期財政見通し」を策定し、厳しい財政状況の中で安全かつ良質な公共サービスが効率的に実

　施できるように、第6次総合計画の着実な実施、地方債現在高の縮減、基金積立金の確保など将来にわ

　たって持続可能な財政運営を行うため、必要な取り組みを進めているところです。

　　しかし、依然として新型コロナウイルス感染症により、経済は閉ざされ、国民の消費感覚が薄れてきてい

　る今般の経済情勢では、今後の景気回復への影響が非常に懸念されるところです。

　　本町においても、令和2年度に実施した国勢調査では、人口は16,789人から1,611人減少し、15,178人

　（確定値）となり、今後の人口減少にいかに歯止めをかけるかで、歳入に占める割合が大きい普通交付税

　や町税等が大きく左右されるものと推測されます。

　　このような状況の中、令和3度の財政効果のある主な取組実績として、歳入面ではふるさと納税によ

　る寄附金が616,642千円と前年度に比べて117,499千円減となりましたが、普通交付税の臨時的措置で

　ある臨時財政対策債関連の需要額が増となり、普通交付税は332,057千円の大幅な増となりました。

　　しかし、今後も安定した財政基盤を構築していくためには、ふるさと納税事業は本町には欠かせないも

　ものであるため、今後も更なるPR等を推進し、独自の特産品などを開発しながらこの事業を継続していく

　必要があると考えます。

　　一方歳出面では、過疎対策事業債を活用して、中学校統合推進事業や川崎東小学校屋根等の改修

　などの義務教育施設の整備、観光交流公園整備事業やDe愛周辺整備事業などの観光施設の整備、

　運動公園テニス場の改善や道路改良工事、また社会資本整備総合交付金を活用して豊州・大峰改良

　住宅などの公営住宅の改善を着実に実施しました。

　　このような結果、令和3年度決算において、現計画と比較すると実質収支は233,652千円増、単年度

　収支は58,982千円増、基金残高は484,423千円増、地方債残高は511,231千円減となりましたが、地

　方債残高については、今後道の駅整備事業などの大規模事業が控えているため増加傾向になる見通し

　となっています。よって、後年度においても、第6次総合計画との連携、事業及び規模の選択、適正な予

　算編成にあたっての指針となるよう毎年決算状況、事業の進捗、社会情勢、制度改正などの状況に基づ

　き、将来見通しも含めて中期財政見通しの見直しを行うこととしています。

　　なお、見直しにあたっては、計画の基本的事項や財政見通しの前提条件に変更はなく、当初計画のと

　おりとなっています。また、財政見通しは各事業個々の事業期間、事業費や内容等を議論するためのも

　のではなく、将来的なリスクを最大限考慮して策定しており、ここに計上された数値を今後の取り組みの

　中で財政リスクを払拭し、いかに良化していくかといった観点から、今後も町税等の徴収対策の強化、使

　用料等の受益者負担の適正化、広告料収入や公共施設の新設等に伴う跡地の民間活用等を促進する

　ための処分による歳入確保、業務の見直しや民間委託の推進などの行財政改革プランの取り組みを着

　実に進め、「持続可能な財政基盤の確立」に向け、改革を継続してまいります。

　（参照）中期財政見通し決算比較（令和３年度）・・・２Ｐ
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２　中期財政見通し決算比較（令和３年度）

【収支状況】 （単位：千円）

R3計画 A R3決算 B 比較 B-A

地 方 税 1,336,802 1,292,872 △ 43,930

分担金・負担金 195,174 192,258 △ 2,916

使用料・手数料 471,848 483,386 11,538

繰 入 金 870,903 561,572 △ 309,331

寄 附 金 940,000 616,642 △ 323,358

繰 越 金 57,182 57,182 0

その他自主財源 220,573 291,068 70,495

計 4,092,482 3,494,980 △ 597,502

地 方 譲 与 税 等 476,005 510,254 34,249

地 方 交 付 税 3,649,360 3,821,263 171,903

（ 内 普 通 交 付 税 ） 3,257,460 3,402,102 144,642

国 ・ 県 支 出 金 2,293,511 3,096,355 802,844

地 方 債 1,584,187 1,069,855 △ 514,332

計 8,003,063 8,497,727 494,664

12,095,545 11,992,707 △ 102,838

人 件 費 1,890,645 1,827,920 △ 62,725

扶 助 費 2,073,944 2,614,876 540,932

公 債 費 1,294,110 1,290,249 △ 3,861

計 5,258,699 5,733,045 474,346

物 件 費 1,617,623 1,420,516 △ 197,107

維 持 補 修 費 31,305 24,701 △ 6,604

補 助 費 等 1,283,705 1,176,094 △ 107,611

積 立 金 1,122,692 1,247,784 125,092

出資金・貸付金 259,593 194,900 △ 64,693

繰 出 金 931,874 892,638 △ 39,236

前年度繰上充用金 0 0 0

計 5,246,792 4,956,633 △ 290,159

1,533,273 1,012,596 △ 520,677

1,497,489 966,527 △ 530,962

12,038,764 11,702,274 △ 336,490

56,781 290,433 233,652

56,781 115,763 58,982

5,188,324 5,332,966 144,642

1.1% 5.4% 4.4%

【その他の指標】 （単位：千円）

3,306,834 3,791,257 484,423

14,267,098 13,755,867 △ 511,231

95.9% 89.0% △ 6.9%

歳 出 合 計 B

項　　　目

歳
入

自
主
財
源

依
存
財
源

歳 入 合 計 A

歳
出

義
務
的
経
費

そ
の
他
の
経
費

投 資 的 経 費

（ 内 普 通 建 設 事 業 ）

経 常 収 支 比 率

実 質 収 支 C(A-B)

単 年 度 収 支

標 準 財 政 規 模 D

実 質 収 支 比 率 C/D

基 金 残 高

地 方 債 現 在 高
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３　総　括

（１）策定の目的

　◇中期の財政収支の見通しを立てる中で、現在及び将来における問題点を捕捉し、財政運営の

　　健全性を確保するための対応策を検討する。

　◇中期財政見通しを通して、将来の財政収支の見通しを明らかにしながら、予算編成における

　　投資的経費の事業量に関わる一定の目安とする。

　◇財政に関する情報を幅広く提供し、財政運営の理解を深める。

（２）財政見通しの期間等

　◇令和２年度から令和６年度までの５か年とする。

　◇財政見通しについては、過去の統計資料等に基づき推計するため、普通会計（一般会計、学

　　校給食センター特別会計、住宅新築資金等貸付事業特別会計を合計し純計したもの）による

　　見通しとする。（住宅新築資金等貸付事業特別会計については、令和３年度をもって閉鎖）

　◇行財政制度は、既知の制度とする。

（３）財政見通しの推計方法

　　歳入歳出の推計方法については、以下のとおりである。

　①　歳　入

　◇町税は、令和３年度の徴収率を基準に試算するとともに、３年ごとの評価替えの影響などを

　　見込んで試算した。

　◇地方譲与税等は、令和３年度の決算額を基準に今後も同額と見込んで試算した。

　◇地方交付税のうち普通交付税は、令和２年度に実施された国勢調査において、推計人口を基

　　準に試算し、特別交付税については、令和３年度決算額を基準にして令和４年度以降につい

　　ては国の動向を勘案して試算した。

　◇負担金、使用料及び手数料は、令和３年度の決算額を基準にして試算し、公営住宅使用料に

　　ついては、今後建替え予定の豊州及び大峰改良住宅の家賃等を勘案して試算した。

　◇国県支出金は、恒常的な事業及び今後予定している投資的事業を勘案して試算した。

　◇財産収入及び諸収入は、令和３年度決算額を基準にするとともに、今後の財産処分可能な不

　　動産を勘案して試算した。

　◇かがやけ川崎応援寄附金は、今後の寄附金事業の推進を図ることで増額が見込めるものとし

　　て、目標値を定めて試算した。

　◇繰入金のうち、かがやけ川崎応援基金は、当年度の委託事業費及びその事務費に係る経費を

　　繰入れ、残額については翌年度に繰入れを行い各種事業に充当して試算した。

　◇その他自主財源は、令和３年度決算額を基準にして試算した。

　◇町債は、今後計画している投資的事業を基準に、最も有利な地方債を勘案して試算した。
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　②　歳　出

　◇人件費は、今後の定年退職及び再任用職員のバランスを考慮して新規採用職員数を勘案して

　　試算するとともに、会計年度任用職員については、令和３年度をベースにして試算した。

　◇扶助費は、令和３年度決算を基準にして、今後見込まれる対象者数を勘案して試算した。

　◇公債費は、既借入額残高及び新規借入予定額を基準に償還額を推計して試算した。

　◇物件費及び維持補修費は、令和３年度決算額を基準にして試算した。

　◇補助費等及び繰出金は、令和３年度決算額を基準にして試算した。

　◇積立金は、令和３年度決算額を基準に試算し、かがやけ川崎応援寄附金は全額基金に積立を

　　行うものとし、公共施設等整備基金には当年度余剰金見込額を積立てるものとして試算した。

　◇出資金は、田川広域水道企業団の今後の事業費を基準として試算した。

　◇その他の経費については、貸付金は現状の貸付制度を基準に試算し、その他については令和

　　３年度決算額を基準に試算した。

　◇投資的経費（普通建設事業）は、今後実施可能な事業費をベースに試算した。

　③　収　支

　　　令和２年度から６年度までの５年間の収支の状況は、黒字で推移する見通しである。

　　　歳入面では昨年度に実施された国勢調査では人口が減少し、普通交付税の需要額自体が減

　　少する見込みであり、特殊な要因がない限りは普通交付税は減少傾向になる見込みである。

　　　一方歳出面では、職員数が減少し職員人件費が減少傾向になると考えられるが、過去の投

　　資的事業における地方債の償還となる公債費が増加するため、財政状況は決して油断はでき

　　ない状況が続くものと思われる。

　　　また、今回見直しをした中期財政見通しにおいても、現在大任町で建設中の田川広域によ

　　るごみ焼却場並びに最終処分場に係る本町の負担金は、現段階では見通しが困難であるため

　　推計で計上しており、また、建設後の各施設の管理費負担金や現施設に係る解体費用等が発

　　生するすることから、令和４年度の田川地区清掃施設組合負担金にし尿処理施設の解体費用

　　を概算で計上している。

　　　なお、現在見込んでいる「がんばれ川崎応援寄附金」の収入状況によっては、今後の財政

　　状況に多大な影響を受けるものと思われるため、寄附金については今後の事業展開の工夫や

　　ＰＲ等を更に推進する必要があり、歳出面においても早期の段階で、歳出の抑制や事務事業

　　の見直し、合理化など何らかの対策を早急に講ずることで、今後の安定した財政運営を図る

　　ことが必要である。
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４　収支状況の見通し（普通会計）

（単位：千円）

2年度(決算) 3年度(決算) 4年度 5年度 6年度

地 方 税 1,276,217 1,292,872 1,320,582 1,310,091 1,299,956

分担金・負担金 191,242 192,258 205,646 200,159 199,659

使用料・手数料 486,321 483,386 484,168 484,159 484,359

繰 入 金 660,611 561,572 831,203 1,007,714 1,007,714

寄 附 金 734,140 616,642 1,000,000 1,000,000 1,000,000

繰 越 金 68,442 57,182 290,433 140,661 166,317

その他自主財源 230,165 291,068 263,234 163,373 148,880

計 3,647,138 3,494,980 4,395,266 4,306,157 4,306,885

地 方 譲 与 税 等 457,743 510,254 473,684 473,684 473,684

地 方 交 付 税 3,469,952 3,821,263 3,702,685 3,717,108 3,676,065

（ 内 普 通 交 付 税 ） 3,070,045 3,402,102 3,343,185 3,357,608 3,316,565

国 ・ 県 支 出 金 4,022,013 3,096,355 3,296,953 1,890,650 2,150,032

地 方 債 983,557 1,069,855 1,844,338 1,194,638 1,341,238

計 8,933,265 8,497,727 9,317,660 7,276,080 7,641,019

12,580,403 11,992,707 13,712,926 11,582,237 11,947,904

人 件 費 1,846,355 1,827,920 1,783,335 1,765,068 1,752,932

（ う ち 職 員 給 ） 1,312,453 1,269,162 1,283,625 1,263,941 1,259,410

扶 助 費 1,989,649 2,614,876 2,290,237 2,005,684 2,009,134

公 債 費 1,298,929 1,290,249 1,309,119 1,451,540 1,357,313

計 5,134,933 5,733,045 5,382,691 5,222,292 5,119,379

物 件 費 1,490,731 1,420,516 1,870,398 1,692,916 1,685,695

維 持 補 修 費 31,556 24,701 27,315 23,867 22,967

補 助 費 等 3,018,465 1,176,094 1,445,542 984,906 961,176

積 立 金 1,001,217 1,247,784 1,136,368 1,149,968 1,349,968

出資金・貸付金 115,627 194,900 253,640 371,740 330,540

繰 出 金 880,455 892,638 907,027 916,957 915,957

前年度繰上充用金 0 0 0 0 0

計 6,538,051 4,956,633 5,640,290 5,140,354 5,266,303

850,237 1,012,596 2,549,284 1,053,274 1,364,850

820,065 966,527 2,386,200 1,053,274 1,364,850

12,523,221 11,702,274 13,572,265 11,415,920 11,750,532

57,182 290,433 140,661 166,317 197,372

5,489 122,977 0 0 0

51,693 167,456 140,661 166,317 197,372

12,361 115,763 △ 26,795 25,656 31,055

5,021,476 5,332,966 5,177,020 5,191,443 5,150,400

1.0% 3.1% 2.7% 3.2% 3.8%

※ 財政規模の標準化を図るため、町立病院に係る企業債償還金については、決算統計区分に従って歳

　入の負担金及び歳出の公債費からそれぞれ同額を控除。

形 式 収 支 C(A-B)

翌 年 度繰 越財 源 D

実 質 収 支 E(C-D)

単 年 度 収 支

標 準 財 政 規 模 F

実 質 収 支 比 率 E/F

項　　　目

歳
出

歳 出 合 計 B

義
務
的
経
費

そ
の
他
の
経
費

（ 内 普 通 建 設 事 業 ）

投 資 的 経 費

自
主
財
源

依
存
財
源

歳 入 合 計 A

歳
入
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５　今後の投資的事業（普通建設事業）の見通し

（単位：千円）

2年度(決算) 3年度(決算) 4年度 5年度 6年度

1 過疎対策事業 492,490 515,131 669,915 527,475 770,995

観光施設整備 11,990 126,828 246,567 130,797 441,868

道路橋梁整備 267,498 223,466 344,323 276,378 294,178

社会福祉施設整備 22,199 29,179 52,590 300 300

学校施設整備 164,603 135,658 26,435 120,000 0

社会教育施設整備 26,200 0 0 0 34,649

2 公営住宅建設事業 172,750 302,900 836,408 437,586 533,531

豊州改良住宅改善 19,593 36,301 50,977 188,257 421,862

大峰改良住宅改善 17,621 124,544 519,977 125,130 930

その他公営住宅整備 135,536 142,055 265,454 124,199 110,739

3 辺地対策事業 26,890 0 0 0 0

道路橋梁整備 26,890 0 0 0 0

4 その他普通建設事業 127,935 148,496 879,877 88,213 60,324

公共施設整備 0 0 773,333 0 0

農林水産施設整備 12,462 18,635 19,792 13,754 13,047

観光施設整備 1,309 767 4,981 2,431 0

土木施設整備 24,057 17,031 20,325 16,500 16,500

河川整備 16,703 3,960 0 0 0

義務教育施設整備 52,119 40,154 7,000 3,000 7,000

社会教育施設整備 1,746 40,199 38,326 30,130 8,369

その他施設整備 19,539 27,750 16,120 22,398 15,408

820,065 966,527 2,386,200 1,053,274 1,364,850

※ 投資的事業については、現在の財政状況において実施可能な事業量を勘案したうえで試算するもの

　とし、その後事業量が確定した後に財政見通しに反映させる予定。

６　職員数と職員人件費の見通し（普通会計）

（単位：人）

2年度(決算) 3年度(決算) 4年度 5年度 6年度

188 188 184 184 182

35 33 30 28 30

63 57 61 53 53

286 278 275 265 265

（単位：千円）

2年度(決算) 3年度(決算) 4年度 5年度 6年度

1,398,359 1,422,179 1,347,483 1,348,634 1,336,738

154,352 146,805 140,962 133,701 142,764

181,964 165,409 183,024 161,006 161,006

1,734,675 1,734,393 1,671,469 1,643,341 1,640,508

再 任 用 職 員

会 計 年 度 任 用 職 員

計

職 員 数

一 般 職 員

事 業 名

計

職 員 人 件 費

一 般 職 員

再 任 用 職 員

会 計 年 度 任 用 職 員

計
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７　基金残高の見通し（普通会計）

（単位：千円）

2年度末(決算) 3年度(決算) 4年度末 5年度末 6年度末

1,276,839 1,526,839 1,531,279 1,535,719 1,540,159

299,367 400,367 400,367 400,367 400,367

1,528,839 1,864,051 2,164,776 2,302,590 2,640,404

0 507,505 593,905 693,905 993,905

426,544 485,161 657,672 657,672 657,672

3,105,045 3,791,257 4,096,422 4,238,676 4,580,930

８　地方債現在高の見通し（普通会計）

（単位：千円）

2年度末(決算) 3年度(決算) 4年度末 5年度末 6年度末

13,922,738 13,755,867 14,338,493 14,124,505 14,146,856

271 0 − − −

13,923,009 13,755,867 14,338,493 14,124,505 14,146,856

※ 住宅新築資金会計については、令和3年度をもって閉鎖

９　連結決算の見通し

（単位：千円）

2年度(決算) 3年度(決算) 4年度 5年度 6年度

51,693 167,456 140,661 166,317 197,372

15,728 61,848 32,224 26,198 21,026

2,772 2,842 2,442 2,042 1,642

70,193 232,146 175,327 194,557 220,040

１０　健全化判断比率等の見通し

2年度(決算) 3年度(決算) 4年度 5年度 6年度

－ － － － －

－ － － － －

8.7% 8.7% 5.9% 7.2% 6.4%

62.2% 42.8% 46.7% 46.9% 46.7%

※ ４つの指標が、以下の早期健全化基準以上である場合は、財政健全化計画を策定しなければならず、

　また、財政再生基準以上である場合は、財政再生計画を策定しなければならない。

（参考）

14.79% 19.79% 25.0% 350.0%

20.00% 30.00% 35.0% －

住 宅 新 築 資 金 会 計

計

基 金 名

財 政 調 整 基 金

減 債 基 金

そ の 他 目 的 基 金

（うちかがやけ川崎応援基金）

計

財 政 再 生 基 準

早 期 健 全 化 基 準

項 目

（うち公共施設等整備基金）

後 期 高 齢 者 医 療 会 計

計

会 計 名

一 般 会 計

普 通 会 計

会 計 名

国 民 健 康 保 険 会 計

実質公債費
比率

将来負担
比率

実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率

区 分
実質赤字

比率
連結実質
赤字比率
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１１　経常収支比率の見通し（普通会計）

2年度(決算) 3年度(決算) 4年度 5年度 6年度

96.1% 89.0% 91.2% 88.6% 87.3%

※ 経常収支比率とは、財政構造の弾力性を判断するための指標として用いられ、この比率が小さいほ

　ど財政力に余裕があるとされているが、見通しとしては職員人件費の減少やにより、比率は若干では

　あるが改善するものと予測される。

１２　財政収支の見通しにおける課題等

◇　この中期財政見通しは、既知の行財政制度を前提にしたものであり、今後地方財政を取

　り巻く環境が変化していく中で、財政状況が大きく変わることも予測されるため、制度や

　社会情勢の変化を反映させるために時点修正を行い、毎年中期財政見通しを更新する。

　　また、今回策定した中期財政見通しは、将来の予算編成を拘束するものではない。

◇　今回の財政見通しには、多くの公共・公用施設の老朽化に伴い建替えや維持・更新費用

　などは含めていないため、今後の公共施設等管理計画（個別計画含む）と照らし合わせな

　がら時点修正を行う。

　　また、田川市郡での広域によるごみ処理施設及び最終処分場の整備に係る費用負担等に

　ついては、現時点では事業費等の把握が困難であるため、事業費が示された時点でその都

　度見通しへ反映させる。なお、令和４年度において田川地区清掃施設組合で、し尿処理施

　設の解体を計画しているため、その費用を負担金として概算で計上した。

◇　今後、財政運営の健全性を確保するための方策として、計画の着実な実行はもとより、

　中長期的な視野に立ち、以下の方策についてさらに検討し、引き続き取り組んでいかなけ

　ればならない。

◆　歳入の確保

・ 町税等の徴収対策の強化、施設マネジメントに伴う未利用地の売却及び活用、施設使

用料の見直し（適正な使用料の設定、公平な受益者負担）、企業誘致及び産業の活性

化対策の強化

・ かがやけ川崎応援寄附金の安定的な確保を図るため、今後の事業展開の更なる推進及

びＰＲ等

◆　歳出の抑制と適正化

・ 事務・事業の見直し（経費全般についての節減・合理化など）、民間活力の活用（公

共施設の指定管理、一部業務委託）、公共事業の平準化とコスト縮減

・ 計画的な投資的事業を実施することにより今後の公債費の増加を抑制するとともに、

交付税算入率の有利な地方債を活用

項 目

経 常 収 支 比 率
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１３　グラフによる各指標

0百万円

50百万円

100百万円

150百万円

200百万円

250百万円

2年度 3年度 4年度 5年度 6年度

実質収支

0百万円

500百万円

1,000百万円

1,500百万円

2,000百万円

2,500百万円

3,000百万円

2年度 3年度 4年度 5年度 6年度

投資的事業

1,000百万円

2,000百万円

3,000百万円

4,000百万円

5,000百万円

2年度 3年度 4年度 5年度 6年度

基金残高

10,000百万円

12,000百万円

14,000百万円

16,000百万円

2年度 3年度 4年度 5年度 6年度

地方債残高

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

110.0%

2年度 3年度 4年度 5年度 6年度

経常収支比率

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

2年度 3年度 4年度 5年度 6年度

健全化判断比率

連結実質赤字比率

実質公債費比率

将来負担比率

188 188 184 184 182 

35 33 30 28 30 

63 57 61 53 53 

0人

50人

100人

150人

200人

250人

2年度 3年度 4年度 5年度 6年度

職 員 数

一般職員

再任用職員

会計年度職員
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